
特定生産緑地の根拠法令

生産緑地法 第１０条の２第１項
市町村長は、申出基準日が近く到来することとなる生産

緑地のうち、その周辺の地域における公園、緑地その他の
公共空地の整備の状況及び土地利用の状況を勘案して、
当該申出基準日以後においてもその保全を確実に行うこと
が良好な都市環境の形成を図る上で特に有効であると認め
られるものを、特定生産緑地として指定することができる。

生産緑地法 第１０条の２第２項

前項の規定による指定（以下単に「指定」という。）は、

申出基準日までに行うものとし、その指定の期限は、当該

申出基準日から起算して十年を経過する日とする



特定生産緑地制度の概要図
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特定生産緑地指定のメリット



特定生産緑地指定手続きの流れ
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